
夫婦や親子、兄弟姉妹、孫など扶養義務

者間で財産を移転させる場合、一義的には

贈与となります。しかし、生活費や教育費、

結婚費用などの贈与で通常必要と認められ

る範囲のものであれば非課税となる取扱い

があるので心配し過ぎることはありません。 

民法と相続税法の扶養義務者の違い 

民法では、直系血族、兄弟姉妹及び家庭

裁判所が認めた場合は３親等内の親族を扶

養義務者と定めています。また、夫婦間に

は扶助義務を定めています。 

扶養義務には、生活保持義務と生活扶助

義務があり、前者は夫婦間及び親から独立

していない子に対し、自己の生活程度と均

しく生活を全面的に保持する義務、後者は、

それ以外の親族に対し、自己の地位相応な

生活を犠牲にすることなく、相手方の生活

維持に必要な生活費を給付する義務です。 

相続税法では、この民法に規定する扶養

義務者に扶助義務を有する配偶者を加えて

扶養義務者と定義しています。 

贈与非課税の事例 

次は扶養義務者間で通常必要と認められ

る範囲であれば非課税贈与となる事例です。 

① 子供の学費、下宿先の賃料、食費を負担 
親が経済力のない子供に、必要な生活費

や教育費を負担することは、民法に規定す

る直系血族間の扶養義務の履行と言えます。 

② 兄弟姉妹の生活資金を負担 
経済力のない兄弟姉妹に、日常生活に必

要な資金を負担することは、民法に規定す

る兄弟姉妹間の扶養義務の履行と言えます。 

③ 妻の老人ホーム入居金を負担 
夫が経済力のない妻に、介護付老人ホー

ムの入居金を負担するのは民法に規定する

夫婦間の扶助義務の履行と言えます。 

過度の資産移転には課税される 

生活資金や教育資金を贈与する場合でも、

通常必要と認められる範囲を超えて贈与し

てしまい、使い切れずに預貯金となる場合、

株式など資産の購入に充てられた場合は、

贈与税が課されます。妻の老人ホームの入

居金を負担する場合でも、高額で広い居室

のときは課税される可能性が高くなります。 

このように扶養義務者間の贈与は、相続

税法の贈与非課税の規定で対応できますの

で、必ずしも直系尊属からの教育資金や結

婚子育て資金の一括贈与の制度を利用する

必要はありません。それでも相続対策に一

括贈与の制度を活用する場合は、通常必要

な範囲を超えた財産移転に注意しましょう。 

 
 
 
 

 
2022年3月9日(水) 

小栗キャップのNews Letter 
税理士法人ＳＴＲ 代表社員・税理士 小栗 悟 

名古屋本部 〒450-0001 名古屋市中村区那古野1-47-1 名古屋国際センタービル17F 

      TEL：052-526-8858 FAX：052-526-8860 

岐阜本部  〒500-8833 岐阜県岐阜市神田町6-11-1 協和第二ビル3・4階 

      TEL：058-264-8858 FAX：058-264-8708 

Email: info@str-tax.jp  http://www.str-tax.jp 

扶養義務者間での贈与非課税 

可愛い孫には、

たくさんあげ

たいけどね・・・ 
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